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【事業戦略】 

◇旭化成ファーマ、医薬事業の研究開発移転～静岡から神奈川へ 

 旭化成ファーマは、医薬事業のグローバルな研究開発機能の最適化およびオープン

イノベーションのさらなる推進を目的として、2027 年１月(予定)に、現拠点のある大

仁地区(静岡県伊豆の国市)から湘南ヘルスイノベーションパーク(神奈川県藤沢市、湘

南アイパーク)へ研究開発拠点を移転する。湘南アイパークには現在 129 社の企業が入

居。製薬企業をはじめ、次世代医療、ＡＩ・デジタルヘルス、ベンチャーキャピタ

ル、アカデミアなど多様な業種と規模のプレイヤーが集積し、世界に開かれたライフ

サイエンスエコシステムが形成されている。同拠点は立地的に利便性も高く、優秀な

研究開発人材の獲得にも貢献すると見込み、今回の移転を決めた。 

 

 なお旭化成ファーマは 2025 年７月に診断薬事業を長瀬産業に譲渡済み。これに伴

い、大仁地区の敷地はすでに長瀬産業所有となっている。同地区には医薬事業の研究

開発機能のほか、医薬事業の生産管理部などもある。今回発表した研究開発機能の移

転に加え、今後は残る機能も他拠点への移転を検討する方針だが、具体的な時期や移

転先等は未定となっている。 

 

 

◇ＪＳＰ、インドとメキシコの発泡ＰＰ新工場稼働～需要増に対応 

 ＪＳＰは、インドのプネ工場

(印マハラシュトラ州プネ)、お

よびメキシコのラモス・アリス

ペ工場(墨コアウイラ州ラモ

ス・アリスペ)の２工場を竣工

させ、操業・出荷を開始した。

両工場では自動車部品用途をは

じめとする発泡ＰＰ(ポリプロ

ピレン、ＥＰＰ)「ＡＲＰＲＯ(アープロ)」 

を生産し、各地域での需要拡大に対応する。同投資によりＪＳＰは、世界 22 拠点での

ＡＲＰＲＯ生産体制を構築した。 

 



 プネ工場(敷地面積 4,200 ㎡)は、同社にとって初のインド生産拠点として整備し、

2025 年４月に操業を開始した。同社は 2010 年に現地法人 JSP Foam India を設立して

いたが、市場の成長速度が緩やかだったことから工場建設は延期していた。しかし近

年は自動車向け／非自動車向けともに成長加速が期待されていることから、今回投資

を実施した。 

 ラモス・アリスぺ工場(敷地面積 1.4 万㎡)は 2025 年９月に操業を開始。同社は墨メ

ヒコ州トルーカにも工場を有しているが、米国における人件費高騰やチャイナリスク

を背景に、近年多くの自動車メーカーが同国へ進出している中で、同体制のみでは供

給不足が見込まれていた。今回の投資により需要地に近い米国国境付近での体制整備

を実現。今後のＡＲＰＲＯの安定供給に繋げる。 

 

 

◇TOPPAN、新潟でＦＣ-ＢＧＡ基板の新製造ライン～2026 年１月稼働 

 TOPPAN は、高密度半導体パッケージであるＦＣ-ＢＧＡ(Flip Chip Ball Grid 

Array)基板の生産拠点である新潟工場(新潟県新発田市)に新たな製造ラインを構築し、

2026 年１月から稼働を開始する。新製造ラインでは、ＡＩ・データセンター向け先端

半導体に求められる高速伝送や大型・高多層のハイエンド製品への対応を強化。2025

年度中の量産移行を目指し、新潟工場におけるＦＣ-ＢＧＡ基板の生産能力は 2022 年

度上期対比で２倍に拡大する。さらに、現在建設中のシンガポール工場(2026 年末稼

働予定)との２拠点での生産体制を確立することで、事業継続性を向上させるととも

に、グローバルな供給体制を整える。 

 

 データセンターやエッジコンピューティングの需要増を背景に、ＦＣ-ＢＧＡ基板の

需要が拡大。新潟工場では、2014 年にＦＣ-ＢＧＡ基板の量産を開始し、さらに 2022

年には生産ラインの拡張を行うなど、段階的に生産能力の拡大を図ってきたが、近年

ではＦＣ-ＢＧＡ基板の大型・高多層化と技術仕様の高度化が加速し、生産キャパシテ

ィの負荷上昇が続いていた。 

 

 

◇アクゾノーベル、米国で航空宇宙用塗料への投資を拡大 

 アクゾノーベルは、航空宇宙用塗料生産拠点である米イリノイ州ウォーキーガン工

場のアップグレード投資に、5,000 万ユーロ(約 80 億円)を投じる。生産能力の増強、



新設備の導入、自動化プロセスの推進などを２段階に分けて実施するほか、ウィスコ

ンシン州に新しい倉庫スペースを建設することも予定している。 

 

 ウォーキーガン拠点は 11 エーカー(約 4.5 万平米)の敷地を有し、プライマー(下塗り

剤)、ベースコート、クリアコート、前処理塗料など、幅広い航空宇宙用塗料を生産し

ている。今回の設備投資では、液体プレバッチエリアの設置、高速ディゾルバー(溶解

機)の導入を予定しているほか、整備・修理・オーバーホール(MRO)市場への迅速な納

品を可能にする「ラピッド・サービス・ユニット」の創設などが含まれる。 

 

 

◇ＪＥＲＡ、価格差支援に認定～アンモニアバリューチェーン構築 

 ＪＥＲＡは、経済産業省が実施する「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のため

の低炭素水素等の供給および利用の促進に関する法律(水素社会推進法)」に基づく

「価格差に着目した支援制度」において、低炭素水素等供給等事業者として認定を受

けた。同制度を活用し、米国ルイジアナ州の「Blue Point」(年産 140 万トンの低炭素

アンモニアプロジェクト、2029 年稼働予定)で製造する低炭素アンモニアを碧南火力発

電所(愛知県碧南市)における燃料アンモニア転換等で使用する。今回の認定により、

同社が各分野で進めてきた取り組みが一体となり、日本国内で初となる低炭素アンモ

ニアのバリューチェーンが 2029 年度をめどに完成する見通しとなった。 

 

 ＪＥＲＡはこれまで、低炭素アンモニアの製造分野においては、米ＣＦインダスト

リーズおよび三井物産株式会社とともに Blue Point の最終投資決定を 2025 年４月に発

表。輸送分野においては、2022 年 11 月に日本郵船および商船三井と燃料アンモニア

輸送に向けた協業検討を開始し、このほど両社とアンモニア輸送船４隻(各２隻)の用

船に係る法的拘束力のある基本条件合意書を締結した。主業の発電分野では、碧南火

力発電所においてＮＥＤＯの実証事業で大型商用石炭火力発電機での燃料アンモニア

転換実証試験(熱量比 20％)を推進しており、2029 年度をめどに同発電所におけるアン

モニア大規模燃焼の商用運転開始に向けた建設工事を進めている。 

 

 

◇東ソーなど、価格差支援に認定～低炭素アンモニア年間 28 万 t 受給 

 東ソーは、三井物産、北海道電力、ＵＢＥ三菱セメントとともに、水素社会推進法



(脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給および利用の促進

に関する法律)に基づく「価格差に着目した支援制度」に申請し、認定を受けた。低炭

素アンモニアの利用を目的としたもので、今回の計画では三井物産が出資参画する米

国ルイジアナ州の「Blue Point」(年産 140 万トンの低炭素アンモニアプロジェクト、

2029 年稼働予定)より生産量の一部を三井物産が引き取り、価格差支援を受ける。三

井物産は東ソー、北海道電力、ＵＢＥ三菱セメントに同アンモニアを年間 28 万トン供

給し、各利用事業者が燃料もしくは原料用途として利用。東ソーは石油化学製品の原

料として使用する。 

 

 価格差支援は、経済産業省資源エネルギー庁より低炭素水素等の供給・利用を早期

に促進するために実施されるもので、既存の原燃料の価格と低炭素水素等の価格差に

着目した支援を 15 年間行う制度。同４社(代表申請者は三井物産)は認定を受けた事業

計画に基づき、2030 年度までに日本向け低炭素アンモニアサプライチェーンの構築を

目指す。 

 

 

◇積水化学子会社、福岡市と脱炭素社会実現に向け連携協定を締結 

 積水化学工業の子会社でフィルム型ペロブス

カイト太陽電池の製品設計・製造・販売を担う

積水ソーラーフィルム(大阪市)は、福岡市と

「脱炭素社会の実現に向けた連携協定」を締結

した。２者は積水化学とともに、都市部では大

規模な再エネ設置が難しいという課題解決に向

けて連携して同太陽電池の実証に取り組んでお

り、公共施設を対象とした実証を進めてきた。

同協定は、実証の成果を基盤として同市をフィ

ールドとする技術開発と実証実験を加速し、脱炭素社会の実現を目指すことが目的。

２社は協定に基づき、ペロブスカイト太陽電池の普及促進をはじめとする都市型地産

地消創エネモデルの確立と、市有施設等での実証や率先的な導入など地球温暖化対策

に関する新技術の実装に向けた取り組みに加え、環境エネルギー教育を通じた脱炭素

に係る理解促進を連携して進める。 

 



 

◇出光興産、ＣＯ2 除去の実現を支える独スタートアップ企業に出資 

 出光興産は、ＣＯ2 除去(ＣＤＲ)の実現を支える Carbonfuture(本社：ドイツ・フラ

イブルク)へ出資した。同社はＣＤＲ分野におけるデジタルＭＲＶ(Measurement 

Reporting and Verification、ＣＤＲのクレジット発行に必要な「除去量の測定方法」

「報告の仕組み」「第三者による検証プロセス」を定める枠組み)およびデータ管理プ

ラットフォームを提供するスタートアップ企業。出光興産は Carbonfuture が保有する

デジタルＭＲＶプラットフォームを活用し、北米・日本・アジアでのＣＤＲ市場開拓

や共同プロジェクトの検討、政策面での連携など、幅広い協業機会の創出を目指す。 

 

 100％子会社である出光アメリカズホールディングスを通じて出資している海外ファ

ンドである Carbon Removal Partners Systemic Ventures I SCSp と共同で出資した。耐

久性の高いＣＤＲの社会実装においては、ＣＯ2 の除去量が正確に測定され、データの

透明性が確保されることが重要とされ、この土台となるＭＲＶの高度化が求められて

いる。Carbonfuture のデジタルＭＲＶプラットフォームは、同社が提供するサービス

の中核。ＣＯ2 除去量の測定からデータ管理、検証プロセスまでを一元管理し、信頼性

の高いＣＤＲクレジットの取引を支える仕組みとして、欧州・北米の市場で採用され

ている。また、耐久性の高いＣＤＲの分野において豊富なクレジット取引実績を有

し、複数の企業や機関との長期的な契約に基づき事業を拡大しているという。出光興

産はＣＤＲ市場の拡大に向け、国内外の多様なパートナーとの協働による取り組みの

戦略的推進が不可欠と判断し、同社への出資を決めた。 

 

 

◇クラリアント、ベネズエラ事業を現地企業へ売却～180 万$ 

 クラリアントは、ベネズエラ事業(Clariant Venezuela)を、現地の CMV Quimica に

売却した。売却価格は約 180 万米ドル(140 万スイスフラン)で、売却はすでに完了して

いる。2024 年におけるクラリアントのベネズエラ事業の売上高は約 300 万スイスフラ

ンで、従業員数は約 60 人だった。 

 

 同事業の売却に伴って、クラリアントは 2025 年度の会計に過去の通貨換算の累積換

算調整勘定(ＣＴＡ)として約２億 3,600 万スイスフランを、損失として計上。これは会

計上の処理であり、キャッシュフローや収益性、配当方針には影響しない。 



 

 

◇アセンド、チャプター11 から脱却完了～長期債務総額 13 億＄削減 

 ＰＡ(ポリアミド)66 大手の米アセンド・パフォーマンス・マテリアルズは、2025 年

12 月 19 日に財務再建プロセスを完了し、連邦破産法第 11 条(チャプター11、日本の

民事再生法に相当)の適用から脱却した。同社は 2025 年４月にチャプター11 に基づく

再編計画を申請。12 月９日に米国破産裁判所において承認され、同 19 日に発効し

た。同社は長期債務総額を約 13 億ドル削減し、3.5 億ドルの資産担保型与信枠へのア

クセスを確保するとともに、新株主による６億ドル超の資本投入を通じ、債務返済コ

ストを大幅に削減。信頼性や効率性および長期的な成長への再投資を可能にした。 

 

 

◇サイエンスコ、英バーティカル・エアロスペースと長期供給契約 

 サイエンスコは、ｅＶＴＯＬ(イーブイトール、電動の垂直離着陸機)を設計・製造す

る英バーティカル・エアロスペースと新たな長期供給契約を結んだ。サイエンスコの

高機能複合材と接着剤素材は、バーティカルが開発するｅＶＴＯＬ「VX4」のプロト

タイプに採用されている。VX4 は商業運航に向けて 2028 年の型式証明取得を目指して

おり、機体は航空宇宙産業のティア１メーカーである Aciturri(スペイン)が製造。バー

ティカルは量産化のため必要な高機能材料の安定調達を図る。 

 

 

【需給動向】 

◇中国のエチレン生産、11 月は 7.3％増の 309 万 t～プラ製品減少続く 

 中国国家統計局がまとめた 2025 年 11 月のエチレン生産量(速報値)は、前年同月比

7.3％増の 308.6 万トンだった。１～11 月の累計では、前年同期比 7.1％増の 3,366.5

万トンとなっており、前年通期(１～12 月)実績の 3,493.4 万トンを上回る見込みとな

っている。そのほか合成樹脂の 11 月生産量は、前年同月比 11.6％増の 1,296.4 万ト

ン、合成洗剤は 2.0％減の 109.9 万トン、化学繊維は 6.4％増の 756.1 万トン、合成繊維

は 5.7％増の 687.9 万トン、プラスチック製品は 6.5％減の 697.8 万トンと４カ月連続

で減少、合成ゴムは 0.1％減の 77.9 万トンだった。また中国税関によると、11 月の合

成樹脂輸入は 9.4％減の 216.1 万トン、天然ゴムおよび合成ゴムの輸入は 11.0％増の

79.0 万トンだった。 



 

 

◇合成ゴムの 2025 年 10 月品種別生産・出荷・在庫実績～合成ゴム工業会より 

 

【政府・団体】 

◇韓国石化企業、全社が事業再編計画の提出完了～最大 370 万 t 削減へ 

 韓国政府は、韓国国内の３つのコンビナート(麗水・大山・蔚山)でナフサクラッカ

ーおよびＰＤＨ(プロパン脱水素法)設備、石化設備を運営する石化企業 16 社が「ロー

ドマップで定めた期限内に」事業再編計画を提出したと発表した。これにより、270～

370 万トンのエチレン能力削減が達成できる見込みとなったという。また 2026 年上期

を目標として、コンビナートがある地域の中小企業支援や雇用支援を含む「化学産業

総合支援対策」を設ける方針も明らかにした。産業通商資源部の金正官長官は「2026

年からは本格的な成果を創出するために、スピード感ある構造改革を推進しなければ

ならない」と強調。「今回の再編計画に基づき、最終事業再編計画書を早急に作成・提

出して欲しい。来年は政府と企業がワンチームになって石化産業の構造改革成功に向

けて全力疾走しよう」と呼びかけた。 

 

 同国政府は今後、各社の最終事業再編計画書に基づき承認可否を審議するととも

に、高付加価値事業への転換を支援するため、12 月 23 日に「化学産業革新アライア

ンス」を発足させる。なお 11 月 26 日にロッテケミカルとＨＤ現代ケミカル(ＨＤ現代

オイルバンク 60％／ロッテケミカル 40％出資)が提出した大山地区のクラッカー統合



運営計画「大山１号プロジェクト」に関しては、2026 年１月中の承認を目指し、政府

支援パッケージの最終検討段階に入ったという。 

 

 

【市 況】 

◇主要石油化学製品の価格動向＜2025 年１月－12 月＞③(中間原料－２)

 



 


